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1　はじめに

　管理会計の領域では，近年，非常に大きな変化が起こっている．企業環境の，

そして経営管理間題の大きな変化に直面して，世界的規模で，管理会計システ

ムの見直しが行われ，また実際さまざまな試みが行われているのである・そこ

で，管理会計の研究・教育の世界でも，最近，そのような現実の変化を反映し

て，フィーノレド研究の必要性が主張され，わが国ではrハイテク会計」（1988）。

またアメリカではA㏄ounting＆Management（1987），あるいはRelevance

LOst（198ア）といった書物が刊行されている．管理会計研究は，かくして，今

1つの転機に直面している．

　更に，もう1つ別の意味で，管理会計研究は犬きな転換点に立っている・今

目，日本経済は世界経済において極めて重要な地位を占めるようになり，日本

企業の経営管理，そして管理会計に対する関心は、特に1980年代に入ってア

メリカで非常に高まっている．振り返ってみると，1970年頃からアメリ1カの

産業は日本企業によってその揺るぎない地位を徐々に失ってきた・しかし・鉄

鋼業においてそのような事実を最初に認識した時，アメリカの産業界は，それ

は，日本企業の経営管理が優れているからだとは思わなかった。そうではなく，

彼らが日本企業に最新の技術を提供したからだと考えた．そして，19アO年代

半ばに家電でその支配的地位を失った時には，日本企業がダンピングをしてい

るからだと信じた．しかし，1980年代に入ると，そのような理屈で済ませるこ

とができなくなった．アメリカが世界に誇った自動車で，更には半導体で日本
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企業の進出を見て，彼らは遂に，アメリカの製造業の復権，国際競争カの強化

という問題に真剣に敢り組み始めたのである．わが国の管理会計研究者は，戦

後，欧米，特にアメリカの研究成果を吸収・消化し，それを日本の産業界に導

入することにより，日本の経済発展に大いに貢献してきた．しかし，今や，日

本企業に見られる管理会計実務を基礎にして新しい管理会計理論を構築し，国

際的に管理会計の，そして経済の発展に貢献すべきである．

　さて，従来，わが国においては諸外国の研究成果を対象とする研究が申心で

あったとは言え，それは，個々の研究を断片的に，あるいは上面だけを捉える

ものではなかった．歴史的アプローチが採られ，あるいはまた比較研究が体系

的に行われてきたことは誇ってよい．実際，そうした物事の本質を探ろうとす

る態度があったからこそ，欧米から学んだ成果を導入しながら，それを物真似

するにとどまらなかったのである．しかしながら，現実の管理会計現象を自ら

の問題意識で観察し，主体的に研究することが不十分であったことは認めざる

を得ない．本稿の目的は，以上のような認識に立ち，今後の研究のための1つ

の覚書として，管理会計の理論研究について若千の考察を行うと共に，今日に

おける研究トピヅクを例示することである．

2規範論的研究と説明論的研究

　管理会計における理論研究の認識対象は，管理会計現象ないし実務である．

管理会計とは「経営管理に役立つ会計」であって，経営管理との関係で利用さ

れる会計である．管理会計現象は，かくして，経営管理（manageme皿士）と会

計（a㏄O㎜ting）の交錯する所に生じる．

　そのような管理会計研究にはホ目異なる2つの目的がある．ユつは，「より良

い実務を唱導すること」であり，もう1つは，現実に観察される管理会計現象

のr基礎を解明すること」である．前者は管理会計実務の処方せんを提供する

ことを目的とし，後者は管理会計実務の基礎を説明することを目的とする．前

者の目的のもとに行われる研究はr規範論的研究」（nOma七iveOrprescriptive

research），後者の目的を持つ研究はr説明論的研究」（posi亡ive　or　descriptive
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規範論的研究

research）あるいはr基礎研究」と呼ぷことができる．

　研究対象は共に管理会計現象であるとは言え，規範論的研究では管理会計の

“how　toIIを扱い，説明論的研究では管理会計の“whyI．を扱う．それ故，2．

つの研究の基本的アプローチは異なる　管理会計はr経営管理用具」であり，

企業の経営管理者がその必要に基づいて作るものである．一般的に言えぱr経

営管理を取り巻く諸要因→管理会計実務」という関係がある．規範論的研究に

せよ説明論的研究にせよ，その関係に注目するわけであるが，その関係に対す

るアプローチは異なるのである。規範論的研究では「いかに設計すべきか」に

答えようとし，説明論的研究では「何故そのように設計されているのか」「何、

故そうあるのか」に答えようとする．そこで，規範論的研究では，「目的→手

段」の関係として捉え，何らかの目的（経営管理問題の解決）を仮定した上で

「手段としての管理会計」を考察するのに対して，説明論的研究では，「原因→・

結果」の関係として捉え，「結果としての現実の管理会計」の認識を出発点に

してその原因，メカニズムを考察するのである．

　規範論的研究と説明論的研究のそれぞれについて，「現実」「研究」「教育」

の関係を図示してみた．

　規範論的研究の図において，「現実」からr研究」に向かって2本の線が出．

ている．1本は経営管理問題からであり，もう1本は革新的管理会計実畠から
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説明論的研究

である．処方せんあるいは規範モデルは，経済学的モデルや数量モデルを適用

して何らかの目的に適切な会計技術を工夫・改善するという形で用意されるだ

けでなく，現実の経営管理問題を解決するのに役立っている革新的な実務を観

察し一般化することによっても得られるのである・なるほど，後者の場合には・

現実に存在する実務を観察し記述する．しかしながら，そこで観察される実務

は「平均的実務」ではなく，「革新的実務」である．一定の経営管理問題に役

立つぺく管理会計の“hOw　t0’Iを求めている点では，前者と同じである・規範

モデルは必ずしも実務に反するものである必要はない・

　説明論的研究の図を見ると，現実の管理会計現象が1本の線で囲まれている一

それは，管理会計現象はその文脈の中で捉えられなけれぱならないことを意味

している．管理会計現象は，それが利用されている組織環境の中で考察される

必要がある．

　また，どちらの図においても，その研究成果は，教育プロセスを通じて実務

にフィードバヅクされている．実務に役立つわけである。しかし，その役立ち

方は異なる・規範講的研究は，処方せんを提供することによって役立つ・すな

わち，特定の目的に役立つぺき具体的方法が提示されるのであり・実際に適用

されて役立つことが期待されている．それに対して，説明論的研究は，そのよ

うに具徐的な処方せんを提供するのではない．そうではなく，管理会計システ
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ムの設計に伴う諸要因について基礎的な理解を与えることによって，実務家が，

それぞれの状況の下で良いシステムを設計しようとして困難に直面した時，そ

の解決に際して役立つことが期待されるのである．良い理論であるかどうかは，

従って，規範論的研究では，その処方せんが実際の経営管理問題を解決するの

に役立つかどうかにより判定されるのであり，それは，そ6処方せんが現実の

問題に合致したものであるかどうか，また現実に適用可能なものであるかどう

かに大きく依存している．説明論的研究においては，それは，経験的管理会計

現象のメカニズムを正確に表現しているかどうか，予測に役立つかどうかによ

うて判定されるであろう．

　以上をまとめると，次の表のようになる．

規範論的研究 説明論的研究

目的　1処方せんの提供 基礎の解明

基本的間い いかに設計すぺきか 何故そうなのか

塞本的アプローチ1
目的・手段の関係 因果関係

　　　　　　　　　　　　3規範論的研究の課魑

　このセクシ目ンでは，規範論的研究における現代的なトビヅクを例示する．

管理会計は・情報システムとして・また影響システムとして機能するので，そ

の2つの機能ないし役割のそれぞれについて論じることにしよう．

　3－1情報システムとしての管理会計　　．

　経営管理者が経営管理を行うに際して情報を必要とすること，そして，管理

会計がその重要な情報源泉の1つであるということは明白な事実であろう．そ

うであれぱ，管理会計システムの設計者が経営管理者の情報二一ズに絶えず注

意を払わなけれぱならないということも自明なことである．

　さて，今日，企業環境は犬きく変化し，経営管理者が必要とする情報も非常

に変化している．その結果，管理会計担当者は，新しいタイプの情報を提供す
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ること，あるいは既存の測定システムを変更・改善することを要講されている。

例えぱ，設備投資は，今日，単なる合理化，原価節約のためだけに行われるの

ではない．CIM（computer－integrated　manu｛乱cturing）関連の投資・FA化投

資が増犬し，設傭投資はより戦略的になってい戸・すなわち・多品種少量生産

への対応（フレキシブノレな生産），納期の短縮，高品質の確保，あるいは先進

技術への対応（新技術の経験）といった要因が重要な投資動機となっているの

である、しかしながら，従来の設備投資の経済計算においては，そのような要

因は一般に計量されていない．比較的容易に測定される製造原価の節約額に専

ら注意が払われてきた．今や，CIM投資のメリットを測定することが必要で

あろう．問題は，いかにそれを測定するかである．

　また今や，品質は極めて重要な競争要因であり，多くの企業がその製品の品

質を改善すべく努カしている・しかしながら・品質が悪いとどれだけのコスト

がかかるのかについての情報は十分でない。かくして，晶質原価（quality

COStS）の測定と報告も要請されている。更に，今日の経済においては，サー

ピス活動の重要性がいよいよ増している。製造企業に苧いても，その中でざま

ざまなサーピス活動が行われ，その比重は非常に高まっている．サービス・コ

ストを把握することは，管理会計担当者にとって重要な課題である・

　（製品原価計算の新たな課題）

　製品の生産・販売を行う企業の経営管理者は・その意思決定において・製品

原価情報を必要とする．その憎報提供において原価計算が果たすぺき役割は極

めて重要である・なぜなら・原価計算システムが製品坪価に関する唯一の情報

源泉だからである．ここに，最近注目すぺきメッセージが提示された・それは，

次のようなものである．

　1）、製造間接費の製品別配賦において・操業度に関連づけられる配賦基準

　　（vOlume－related　a110cati㎝b乱ses）を用いる伝統的システムは，製晶原価

　　を大きく歪めている．

　2）　その歪曲はシステマティクなものである．すなわち，生産量？少ない製
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　　品の原価は不当に低く計算され，生産量の多い製品の原価は不当に高く計

　　算されるのである．

　3）正確な製品原価は，一般に，操業度関連配賦基準のみに依存する原価シ

　　ステムによっては（たとえ，機械時間や材料費など複数の基準を使うとし

　　ても）算定できない．生産量ではなく，取引回数に比例して変化する製造

　　間接費に対しては，異なるタイプの配賦基準を利用しなけれぱならない．

　かくして，取引関連の配賦基準を利用した原価計算システム（the七rans－

action－re1ated　cOst　system）の設計が勧告されるのである．この勧告は，企業

の経営管理者は製品の意思決定において全部原価情報を利用している，そして，

それにも拘わらず，現行の全部原価計算が提供する情報に満足していないとい

う理解を基礎とした上で，製造間接費のコスト・ドライパーの変化に注目して

提示されたものである．興味深いトビヅクである．

　その他に，製品原価計算の領域においては，従来の「モノ」の原価を計算す

る．ことに加えて，「サーピス」の原価計算や「ソフトウエア」の原価計算が重

要になってきている．すなわち，運輸，金融，通信などにおける近年の規制緩

和は，それらの業界における競争の激化を意味し，rサービス」原価情報に対

する需要を非常に増犬させているのである．また，今日の経済活動において，

情報技術，情報関連産業は急速にその重要性を増し，ソフトウエア生産の比重

はますます高まっている．ソフトウエアの生産は，材料をカロエすることによっ

て行われる従来のモノの生産とは異なる．そのようなソ7トウエアの原価計算

は，我々にとって大きな課題である．

　3－2戦略の実行と管理会計

　管理会計はr情報提供」の役割だけでなくr影響を与える」という役割も果

たす・管理会計システムは，企業の従業員の考え方や行動に重犬な影響を及ぽ

すのである．この事に注目するならぱ，今日，企業環境が大きく変わり，新た

な企業戦略の実行が要講されているという事実は，管理会計の設計者にとって

重大である．新しい時代に望ましい戦略や目標をトップ・マネジメントがいく
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ら訴えても，しぱしぱ，それだけでは不十分である．そのような戦略の変更・

実行を組織内に浸透させることが出来るか否かは，管理会計システムに犬きく

依存している．変化する環境の申で組織が常に革新的であり続けるためには，

かくして，管理会計システムを企業戦略の変化に対応させることが必要になる

のである．

　（1）2っの管理思考

　今日，企業間競争は国際的になると共に消費者の二一ズは多様化し，ますま

す激しいものになっている．そして，技術革新はいよいよ加遠している・その

結果，企業のマネジメントも従来のやり方では必ずしも適切でなくなってき

た．

　企業は，技術と市場を結び付ける存在として考えることができよう・企業活

動は，いろいろな技術を組み合わせて，市場が必要とするもの，欲するものを

供給すぺく行われるのである．　　　　　　　　　　　　　　　　　　．

　理想的には，企業活動は技術的制約・可能性と市場二一ズのよいバランスの

上に実施されるぺきである．しかしながら，よいバランスは結果として存在す

るものであり，実際の企業活動は，市場あるいは技術のどちらか一方に傾いて

行われる傾向がある．まずは技術に目を向け，現在の技術的標準を考慮し，そ

の範囲内で市場の二一ズに応えようとする経営管理者がいるだろう・それに対

し，まず市場二一ズに注目して，何よりもまず市場の動向を検討し，それに応

えるぺく技術的制約を取り払い，技術の可能性を追求しようとする経営管理者

もいるであろう．かくして，マネジメントのやり方には2つのタイブが識別さ

れる．技術志向のマネジメント（t㏄hnOlogy－driven　management）と市場適応
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志向のマネジメント（market－driven　ma耳agement）が，それである．

　さて，特定の牟業がどちらのタイプに属するかは程度問題であるが，技術志

向のマネジメントは・市場・技術的環境がより安定した企業に適していると言

えよネ・近年・市場・技術的環境が不安定になると共に，国際競争カを獲得し

てきた日本企業のマネジメントを観察すると，どうも市場適応志向のマネジメ

ントが採用されているようである。その事を支持してくれる例は，さまざまな

領域で見られる．例えぱ，ハーパード・ビジネス・スクーノレで開催されたある

会議でも，次のよ・うな会話が交わされている、なぜ日本企棄が成功しているの

かという問いに対して：rマーケティングにおいて，日本とアメリカではコミ

ュニケーシ目ンのやり方が違う。日本では，“私の要点を証明させてもらいた

い”という言い方をしない・彼らは，耳を傾けようとする．…我々は，もっと

耳を傾けなけれぱならない」（HBS　Bulletin，Dgc・1983，P．61）．あるいは又，

戦後松下電器が家電業界において台頭した理由の1つは，客の声をよく聞くこ

とを徹底したからだと言われている．それに比ぺて，競争会社は顧客から文句

があった場合r電気はそういうものです」という説明をしたと言う．それは正

に，技術志向の企業のやり方であった・時代が豊かになるにつれ，そういうや

り方をしていては，消費者はついてこなくなったのである．

　（市場適応恵向のマネジメント・コントロールのための会計）

　トヅプ・マネジメントは，もし市場適応志向のマネジメントをその組織に植

え付けたいと考えるならぱ，そのような行動を組織に動機づける手段を講じる

必要がある．

　今日のわが国の管理会計実務を観察してみると，しぱしぱ，設計段階におい

てはr目標原価」が利用され1）・生産段階においては目標原価低滅率を織り込

んだ予算が利用されていることに気づく．それらは，市場適応を志向し，技術

革新を図るようにコントロールするシステムである．他方，技術志向の管理会

計の代表である原価管理用具としての標準原価計算に目を向けると，その利用

は後退していることが分かる・市場適応志向の管理会計システムの設計は，今
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圓最も重要な研究課題の1つである。

　（2）現代の製造戦略

　多品種少量生産，1個流し，非価楮競争，あるいはFA，CIMという言葉に

象徴されるように，近年における製造環境の変化は極めて犬きい．新たな製造

戦略の実行が要講される中で，管理会計もそれに対応を迫られている．例えぱテ

qCD管理やTPM活動の実行のためには，ヱ場のパフォーマンスを測定する

上で，その目標に合致した非貨幣尺度が必要になる・また・今日の製造環境に

おいては，利用される部品数が非常に増加し，製造原価の低滅のために部品数

を削娃することの必要性が近年ますます強調されているが・加工費の配賦方法

を工夫することにより，部品数の少ない製品設計を動機づける企てが行われて

いることに注目すぺきである。

　（新生産戦略と管理会計）

現代の生産環境においては，需要が多様化すると共に・その変化が非常に遠

くなっていることに注意しなければならない．そのような生産環境では，安定

した需要を仮定して単一製品を大量生産する時代と同じことをしていてはダメ

である．また，工場の操業時間の内容も大きく変わってきている、待ち時間，

移動時間といっ・た非作業時間が操業時間の大半を占めるようになり，直接作業

時間は総時間の10％位であるとさえ言われている・工場能率の管理は作業能

率の管理であり，作業時間を管理すれぱ良いように思われてきたが・今目の生

産現場はそうではなくなっているのである．

　JITやoPT（0ptimized　production　tech皿0109y）に代表される新しい生産

システムを見ると，次のような考え方が強調されている。

　一必要なものを必要なだけ作ること

　一　全体の能率（g10ba1e伍ciency）を高めること

　一　リ『ド’タイム（1ead　time；th「0ughPuttime；e1aPsed　time）を短縮

　　すること
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　このような生産方針，戦略を実行することが今日要講されているのである．

ここに，管理会計担当者にとって重大な事実は，そのような新しい生産戦略を

実行するに当たって会計システムが重要な役割を果たしているということであ

る・大野耐一氏は，かつて次のように述懐している．r私は，非常に小さなバ

ッチで生産します・私は，工員に常に忙しく製品を作っているようなことはさ

一せません・私は，必ずしも原価の最も低い機械で作りません．しかし，そのよ

うなことは原価計算原則に合わないのです」r私は，私の工場から原価計算担

当者を追い出しただけではありません・私の従業員の頭から原価計算原則の知

識を追い払うように努めました」（FOx，P．20）．

　これは・経営管理において原価計算あるいは管理会計の影響がいかに大きな

・ものであるか，重要なものであるかを教えてくれる恰好の実例である．そのケ

ースは・原価計算の存在そのものが悪いと言っているのでは決してない．大野

氏はそう考えていたかもしれないが，もしそうであれば，それは誤解である．

．悪かったのは，そこで選択されていた原価計算の方法である．例えぱ，直接作

業時間（＝段取時間十加工時間）による製造間接費の配賦は，生産ロヅトを大

きくする考えを助長するであろう．なぜなら，ロット・サイズが10個であろ

うが100個であろうが，必要な段取時間はほとんど変わらないからである．あ

一るいはまた，同じ仕事を行う機械に対して別個の配賦率を設定するならぱ，安

孔・配賦率の機械に仕事が集中してしまいそうである．

　新しい生産戦略に合致するように管理会計システムを再設計することは，今

．日最も興味深いトビックの1っである．

　（3）情報システム対影響システム

　管理会計は，経営管理者に意恩決定憎報を提供すると共に，従業員に影響を

及ぼす．そのような認識に基づいて，（1）と（2）では，それぞれの役割に焦

一点を当てて議論してきた．しかしながら，1つの管理会計システムがその2つ

・の機能を同時に，しかも自動的に果たすかもしれない．そして，その際，一方

・の機能にとっては適切であるのに，もう一方の機能には不適切であるというこ
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とがありうる．例えぱ，かなり機械化が進んだ工場で，更に無人化を達成すぺ

く，直接工を削減するために直接作業時間基準による配賦を行うとしよう・そ

れは，そのような影響システムとしては適切な方法であるかもしれないが，よ

り正確な製品原価憎報を提供するという役割には不適切となりそうである・こ

れは，管理会計システムの設計に際して直面するであろう厄介な問題の1つで

ある．それに対する処方せんを書くためには，我々の知識はあまりに不十分で

ある．そのためには，まず，基礎研究が必要となるであろう・

4説明論的研究の課題

　現実の管理会計現象は，さまざまな要因の合成である・どのような要因がど

のようなメカニズムで関わっているのかを解明しようとするのが・説明論的研

究である．

　説明論的研究では，現実の管理会計現象を知ることが研究の出発点となる．

「なぜ？」という疑問の対象となる経験的管理会計現象を観察する’ことが，研

究の引き金となるのである．例えぱ，設備投費の意思決定に適切な方法は，

DCF法であると主張されてきた．しかし，それにも拘わらず，実務では必ず

しもDCF法が利用されず，逆にあまり適切でないとされる回収期間法などが

広く利用されている．それは何故か・rなぜ管理不能費が配賦されるのか」も

興味深い疑問の1つである．古くからある規範的陳述（nOmativeprOpOsitiOn）

の1つであるr管理可能性原貝1』」にも拘わらず，今だにそれに反する実務が広

く行われているので亭る．また，最近注目されるトビヅクとして「なぜ管理会

計システムの変更は難しいのか」というのがある　A㏄ountmg＆Managem㎝t

はr著者たちの多くが，それぞれ独立に，次のように結論した・最も驚くぺき

発見は，内部の実繍記録・測定システムの大きな変更に対する組織の非常な抵

抗であった」と記している．疑問を生むそのような現象が観察されると，説明

論的研究の入り口に立っているわけである．しかし，それは研究の出発点にす

ぎない．そのような実務の単なる観察・記述は，それだけでは説明論的研究で

はない．その原因，メカニズムの解明が企てられなければならない・そのよう
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な研究の例をいくつか挙げるならぱ，Demski　and　Feltham（1978），Zimme士一

man（19ア9）・B・im・…dD・m・ki（・980），B副im…dN・・1（1985），M・。一

chant（1987），谷（1987）などがある．

　規範論的研究であれ説明論的研究であれ，その中でさまざまな仮定が必要に

なる・しかし，その仮定の如何が研究の価値（有用性）に及ぼす影響は同じで

はない・規範論的研究の場合には，そこで行われる仮定が非現実的であれぱそ

の理論は意味のないものになってしまうが，説明論的研究では，仮定が必ずし

も現実的でないということが，理論を無意味にするということはない．この違

いは注目してよい．しかし，だからと言って，置かれている仮定に鈍感であっ

て良いわけではない．　　’

　（エイジェンシー・モデルの仮定）

　いろいろな説明努カの中でしぱしぱエイジェンシー・モデノレが利用されるが，

その議論は，自己の利益を追求し，自分の報酬を最大にすぺく行動する個人が，

契約関係で結ぴつき協働することを仮定している．そこでの1つの仮定は，人

が仕事をするのは報酬を得るためであるというものである．換言すれぱ，仕事

そのものをしたいのではなく，仕事はむしろ，報酬を得るためにしなけれぱな

らない犠牲，苦痛とみなされているわけである．しかしながら，人には，その

仕事が好きだから行うという面があることに注意すぺきであろう．

　又，組織はそれぞれ独立の行動主体である個人が集まって構成されているが，

それらの個人は，組織内においては，その組織目標を達成すべく協働しなけれ

ぱならない．各人が行う仕事に対する報酬について契約を結ぷことは，その協

働を可能にする1つの方法である・しかし，唯一の方法ではない．一体関係に

よって人々が結びつき協働するということもあるだろう．すなわち，集まった

個人が仕事をする場を形成し，その場，あるいは組織に一体化して，その中で

各自が果たすべき役割を遂行するのである．

　いずれにせよ，どのような仮定を行うかによって異なる説明が可能になるの

であり，組織論，あるいはまたフィールド研究が必要になることを理解すぺき
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そある．もう1つ，意思決定における会計の利用について触れておこう、

　（単独の意思決定と築団の意思決定）

　会計情報が現実の意思決定プロセスで利用されていることは明白である・し

かしながら，適切であると考えられている憎報が必ずしも利用されているわけ

ではないようである．ここに，我々の知識は不十分である．会計構報がいかに

利用されているのか，いかなる目的に利用されているのかについてさえ理解が

十分でない．

　我々は，従来，意恩決定会計を考察する時，1人の意思決定者が何らかの選

択問題に直面しているという状況を仮定してきた．しかし，組織内で行う意思

決定は，そのように単独で行うものぱかりではない：意思決定における会計情

報の利用を考察する際には，その意思決定がr1人の人間による意思決定」な

のか「複数の人間による共同決定」なのかを区別することが必要であるように

思われる．たとえぱ，代替案の評個プロセスに注目すると・前者の場合には・

その意思決定者の目的関数に適切な情報が必要であることが理解されるが，後

者の場合には，それだけでなく，他の人カを説得する，あるいは納得させる情

報が必要になると考えられる．

5　むすび

　理論研究には2つの段階がある・まず，（1）現実を観察し，それに適切な理

論を構築する．そして，（2）その理論、を精激化，洗練化，あるいは補強し，あ

るいは理論の内部整合性を図るのである。このような観点から言えぱ，アメリ

カに最近見られるフィールド研究の主張は，段階（1）の重要性を強調してい

る2〕．

　研究は，理想的には，（1）と（2）のプロセスを繰り返しながら進められる

べきである．しかし，実際には，研究は，（1）から始まるが・ひとたび（2）

の段階に入ると，現実を忘れて（2）に没頭する傾向がある．その傾向は，個

人のレベノレのみならず研究者全体のレベルでも観察される・実際，アメリカに
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おける管理会計研究の歴史を振り返ってみると，この20年以上，段階（2）の

研究にカが注がれてきた3〕・今，ようやく，企業環境の激変をキヅカケにして，

現実の管理会計現象，あるいは今日の経営管理間題に対する管理会計モデルの

適切性を見直すことの重要性が強調され，一部の，しかし有カな研究者達がそ

のような研究に取り組み出したのである．

　他方・理論研究には2つのタイプがある．規範論的研究と説明論的排究であ

る．現時点においては，本稿で割り当てたぺ一ジ数からも分かるように，規範

論的研究にホヅト・トピヅクが多い．少なくともこの数年は，そのような状況

が続くであろう・しかしながら，説明論的研究も重要である．それは，単に，

いろいろな研究があってよいという意味ではない．2つの研究は異なる目的を

持ち，違う形で実務に役立つからである．次のようなシナリオが書けるであろ

う．規範論的研究が「良い方法」を唱導する．実務はそれを取り入れようとす

る．しかし，その実践は容易なことではないかもしれない．あるいは，実務は

．それを採用しようとさえしないかもしれない．すると，説明諭的研究がその原

因を解明する．その結果，「改善された良い方法」が工夫される．かくして，

規範論的研究と説明論的研究は，謂わぱ車の両輪となって，管理会計発展のダ

イナミズムに貢献するのである・管理会計の発展には，実務の発展のためにも

理論の発展のためにも，2つの研究の展開が不可欠である．

t｝

嚢葦
姜

…
l
1

1許

帖　　　　　　　　　　　　　岬

繋　規範諭的研究　敏

　　説明論的研究　噛
1、；：　　　　　　　；輻

　最後に強調しておきたいことは，いずれの研究においても大事なことは，観

念論で研究を進めることは非生産的であるということである．理論研究におい

ては，現場あるいは実務を自分の目で観察し，自分自身の問題意識の上に，1

つ1つの事実，データを丹念に積み上げながら研究を進めていくことが必要で
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ある．

　（筆者記）　本論文の草稿段階で，岡本滴教授から有益なコメントを戴いた　記して，

　　謝意を表したい・また，尾畑君（一橋大学）にもコメントを頂戴した・感謝する・

1）　製造業において“上流管理”という言葉をしぱしぱ耳にするが，それは，設計・

　開発段階における管理の重要性を指摘している・製造原価の管理を考えてみると・

（設計段階〕（生産段階）

　そのためには，生産現場の活動を管理することが不可欠であることは言うまでもな

　い．しかしながら，製造原価の発生額は製品設計によって犬きく制約を受けており，

　生産段階での原個管理には大きな隈界がある・つまり，上の図が示すように，設計．

　活動と生産活動に要する支出な㌧・し原価自体は直線で示したように発生するとして

　も，生産段階で発生する原価の大部分は設計活動の中で決められ，ロミットされて

　しまうのである．かくして，製品の設計段階における原価管理は極めて重要となる．

2）　「分析苧，実験的，また統計的研究方法（analytic，experimental，㎜d　gmpiri帆1

　research　methods）は，客観的妥当性（intemal　validity）を非常に重視する。つ

　まり，読者は，何が行われたかを理解でき，研究者の緒論がその研究で用いられた

　仮定およぴ方法から論理的に導かれるかどうかを判断できるのである．……しかし，

　それらの研究方法が高度の現実妥当性（extema1valid三ty）を持っている，すなわ

　ち，その数学毛デルや実験で検討している現象が，実際の組織で経営管理者が直面

　している現象に何らかの関連性を有しているという保証は，ほとんどない、それに

　対して，フィールド研究の方法は現実妥当性に強く，客観的妥当性には弱い傾向が

　ある．現実妥当性に強いのは，研究者が実際の意恩決定プ回セスや現実の組織で経

　営管理者が採る行画カを研究するからである」（A㏄ounting＆M乱n昭em㎝t，p・3）

　フィールド研究では，しかし，研究者の発見に客観性が少ないので，読者は，適切

　な変数を選択し璽要な変数を見落とさないという研究者の能カ（the　clinical　ability

　of　the　researcher）を信頼しなけれぱならない．

3）　アメリカでは，大多数の研究者が専ら（2）の段階に集中して研究を続けてきた
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原因の1つは，研究の評価プロセスにあうたことが指摘されている．客観的妥当性

を持つ研究方法，厳密な研究方法ぱかりが高く評価されてきたというのである．そ

のような事憎のため，A㏄ounting＆Managem㎝tの母体となった会議の最も重要

な目的はr管理会計の領域において，フィールド研究の方法を公認された方法（a

1egitimate　method　of　inquπy）として確立するプ回セスを開始することであった」．
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